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１．はじめに

　資本主義は、労働力をはじめ、全てのものが商品化（1）する体制である。商品（貨

幣）経済では、市場における交換によって、分業（2）が進展し、他方、家族・

社会のつながりを分解する。資本主義においては、多様な市場（商品、金融、

株式、為替、労働、その他）が形成される。家庭内や近隣の相互扶助が、商品

化されたサービスに代替されるようになり、家族や近隣社会のつながりが分断

される。企業社会は、内部的には、常に、分断される傾向がある。

　資本主義（3）は、初期資本主義と近代資本主義（4）に大別される。初期資本主

義は、個人企業が主体の社会である。ここでは、企業の生産性が低く、貧困が

一般的である。他方、近代資本主義は、大企業、とりわけ、同族経営から脱し

た専門経営者が支配する近代的大企業が、経済の中心に位置する体制である。

ここでは、金融の役割が高まり、大企業は、資本・技術集約的で、高い生産性を、
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実現することが可能である。今日、知識・能力・経営手腕（5）によって、専門

経営者が大企業を支配する近代的大企業が、経済の中心に位置する体制が形成

されている。他方、中小企業に多くみられる、古い体質をもつ同族企業の経済

の中での役割は、長期的に低下している。

　日本では、明治維新と敗戦という二度の「市民革命」を経験し、資本主義化

が進展し、中世の封建的性格は、払拭された。20 世紀に入ると、近代的大企

業が出現した。しかし、企業の経営において、前近代的な共同体的性格は長く

残存することになった。第二次世界大戦後、経済の二重構造と中小企業に対す

る保護政策（6）がその経済的基調であり、中世・封建的性格（7）が残った。日本

では、高度経済成長期に、日本の大企業は、国際競争力（8）を高め、その源泉

が日本的経営（9）にあるとみなされた。ここでは、経営家族主義（10）によって、

企業の一体感が醸成され、このことが、日本企業の競争力の源泉であるとみな

された。

　1990 年代以降、日本の経済社会は大きく変化した。国内では、金融機関の

再編が進展し、家電・半導体などの基幹産業の国際競争力が大きく低下した。

集団主義（11）から競争社会への変化が、その特質である。日本企業の競争力が

低下し、雇用の流動化が進展している。他方、経済のサービス化が進展し、非

正規雇用の増加などによって、労働組合への加入率が低下している。同時に、

日本的経営の根幹である終身雇用制が動揺し、企業経営の欧米型への変化（成

果主義、トップ・ダウン型意思決定、ジョブ型雇用等）がみられる。こうして、

バブル経済崩壊以後、日本的経営の優位性とみなされていた集団・家族主義や

企業の一体化が、変化している。この結果、社会の分断化が進展した。

　本稿では、近年の新自由主義による競争社会の出現、金融の役割、社会の分

断化と企業の一体化の必要性について、分析を試みる。
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２．近代企業の成長

　資本主義の発展は、企業規模拡大（12）の歴史であった。資本主義の発展とと

もに、企業の大規模化が進展し、20 世紀に入って、アメリカで確立した大量

生産方式（13）によって、標準化された商品が、低価格で大量に市場に供給され、

商品の価格は低下し、社会の富が増大（14）した。

　企業規模が大きいというだけで、企業の競争力にとっては、有利な条件とな

る。大企業は、規模の経済（15）、範囲の経済、速度の経済（16）によって、コス

トの削減が可能であり、その結果、利潤・内部蓄積（留保）が拡大する。大企

業は、余剰資金を用いて、多角化を図ることが可能である。企業規模の拡大は、

資本の集積だけでなく、資本の集中によって、短期的に実現が可能である。

　資本の集中においては、株式会社制度の普及が重要であり、19 世紀後半以

降は、アメリカ（17）においては、M&A が活発化し、大企業が成長した。ここ

では、金融機関が重要な役割を担った、17 世紀のオランダ東インド会社に起

源をもつ株式会社制度によって、社会の隅々に存在する少額の貨幣（資金）を

集中して、大企業の設立が可能となった。近代株式会社は、出資者全員の有限

責任制（18）の実現によって、達成された。企業の大規模化の結果、研究開発・

設備投資などに、巨額の投資が可能になる。大企業は、生産性が高く（19）、積

極的な広告・販売費（20）を用いることで、一定の需要の創造が可能である。他

方、労働者の所得が向上し、余暇時間が増大して、経済のサービス化が進展し

た。資本主義の発展とともに形成された大企業は、資本・技術集約的で、生産

性が高く、労働者への配分が増加して、中間層（新中間層）が形成された。

　J.A. シュンペーターは、資本主義は動態（21）である、とした。資本主義は、

常に変化し、企業は、成長・発展を志向することによって、存続が可能となる。

企業が持続的に需要を確保するにあたって、市場において橋頭保を確保と、生

産性の向上が必要であり、そのためには、活発なイノベーション（22）が必要と

なる。企業のイノベーションにおいて、逆境が契機となることが多く、恵まれ
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た環境においては、企業の技術革新や工夫が緩慢になって、後発企業のキャッ

チ・アップを招き、結果的に、後発企業に追い抜かれる（23）ことが、しばしば

みられる。

　天然資源などの自然的条件の豊かさが、資本主義的発展に必ずしも役に立た

なかったことは、歴史の示すところである。天然資源などの自然的条件・国内

市場に恵まれない小国の企業が、しばしば、強力な国際競争力をもち、世界的

なグローバル企業として、発展することがある。活発なイノベーションが創造

されている資本主義国においては、市場において競争が行われており、付加価

値を多く生み出す先端産業が創出される。企業が存続するためには、利潤が必

要であり、利潤を持続的に確保するためには、差別化された橋頭保（24）となる

事業分野を保有していることが望ましい。

　クリステンセンは、持続的イノベーションと破壊的イノベーション（25）の概

念を、提唱した。大企業は、利益を大きく求めようとするので、小さな利潤に

関心をもたない。また、大企業は、利潤を確保するために、従来の基幹商品を、

改良しようとする傾向がある。他方、画期的な革新は、しばしば、中小企業の

自由な発想によって、全く新しい視点から生み出される。このように、全く新

しい革新は、中小企業の新商品として、出現することが多い。

　企業規模の拡大とともに、大企業は、垂直統合型（自前主義）の経営を行う

ようになった。その結果、企業の総合化が進展した。今日では、巨大な寡占企

業が経済の中心に位置し、グローバル企業として、活動を行っている。今日の

資本主義において、独占は解体され、巨大な寡占企業間の競争が、グローバル

市場において、展開されている。（寡占経済・寡占体制）

　大企業は、活発な技術革新や巨額の広告・宣伝費によって、一定の需要を創

造することが可能である。他方、近年は、大企業の専門化（26）が進展している。

企業は、市場の拡大と、ライバル企業との競争に打ち勝つために、特定の得意

分野に経営資源を集中（27）し、競争力を高める必要が生じた。先端分野の研究

開発には、巨額の資金と豊富な人材、その他の経営資源が必要である。
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　今日、巨大企業といえども、すべての事業を内部化することは、無理（28）で

ある。企業にとって、国内市場が中心の段階においては、独占企業は、垂直統

合的なビジネス・スタイルが可能であった。しかし、垂直統合型の大企業は、

しばしば、特定の分野に焦点を絞った専門化された企業に、敗北（29）するよう

になった。

　今日では、グローバルなサプライ・チェーン（供給網）が形成されるように

なり、大企業も得意分野に専門化し、ネットワーク（30）の一部を担うことで、

存続が可能（31）となる。グローバル市場の出現と機会の拡大は、海外企業との

熾烈な競争激化をもたらした。海外のグローバル企業が、国内の寡占企業の強

力なライバルとして登場するようになった。今日では、企業規模のみでは、競

争力を維持することが困難となっている。海外企業に対抗するためには、大企

業も、得意な事業分野において、専門化する必要が生じている。

　今日の企業の競争力は、資本・金融力だけでなく、技術、人材、企画力など、

多様な要因が関係するようになった。独自の技術力・価値観・文化を持つ後発

の中小企業が、急速に発展する事例が、しばしば、みられる。他方、大企業の

生産性が飛躍的に高まったが、大企業が、保有する生産力に見合う市場を確保

することは、容易ではない。企業は、常に、過剰生産の危険と直面し、金融の

役割が高まっている。

３．競争社会と企業家

　今日、競争社会が出現している。保護から自立への移行が、そのキー・ワー

ドである。公的分野の縮小と補助金の削減、自助による生存・存続を求める社

会に変化している。企業は、需要を獲得（32）するため、絶えざるイノベーショ

ンが不可欠である。ここで、イノベーションの創出は、その時代の社会構造と

の関わりが深い。この変化の主要な担い手となってきたのは、企業家である。

　前資本主義社会（33）において、生産の主要条件は、土地（34）であった。中世（35）
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においては、領主による支配と現状維持が目的化された。中世社会においては、

共同体（36）が形成され、家族や地域における相互扶助（依存）の役割が、大きかっ

た。

　市民革命によって、前近代的社会関係（37）を打破して、資本主義が成立すると、

社会の基本的資源は、土地から貨幣に移行した。資本主義は、商品（貨幣）経

済が、一般化する体制である。資本主義は、個人（同族）経営が中心の初期資

本主義から、専門経営者が支配する近代的大企業が、経済の中心に位置する近

代資本主義へと発展した。ここでは、寡占経済（38）が形成される。近代資本主

義において、大企業の生産性は高く、労働者への配分が増加して、所得は上昇

し、中間層が形成された。初期資本主義にみられた資本家、労働者間の対立は、

緩和された。

　20 世紀に入ると、個人（同族）経営を中心とする中小企業の時代から、近

代的大企業を中心とする経営者資本主義（39）を中心とする経済体制への移行が、

進展した。こうして、資本主義の近代化が進展している。他方、大多数の中小

企業、一部において、同族的大企業が存続するが、コーポレート・ガバナンス

や、後継者問題等で、しばしば危うさをもつことがある。初期資本主義において、

一般的であった同族経営（個人企業）は、発展した資本主義においては、経済

における基軸的役割を担うのが、「資本と経営の分離」が進展した専門経営者

が支配する近代的大企業に変化した。

　他方、近年においては、新自由主義の動きがみられる。第二次世界大戦後、

勢力を増す社会主義に対して、資本主義においても、国家の経済への介入が拡

大して、修正資本主義（混合経済、国家独占資本主義）と呼ばれる状況が生ま

れた。戦後の資本主義は、パクス・アメリカーナ（40）の時代であり、工業・金融・

軍事等において、アメリカの圧倒的優位が確立された。1970 年頃、ケインズ

主義を重視するアメリカの世界経済における地位の低下（ベトナム戦争の敗戦、

金兌換の中止と固定相場制から変動相場制への移行など）が明確となり、世界

の基軸通貨としてのドルの国際的地位が動揺したが、1980 年代には、経済構
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造の変化が進展した。計画経済の限界（41）が明確になり、競争を重視する市場

経済化が進展した。

　アメリカをリーダーとする、現代の資本主義においては、新自由主義（42）が

浸透し、小さな政府への転換が進展している。ここでは、計画経済より価格機

構（43）の調整機能・競争が重視されるようになった。この結果、少数の巨大な

寡占企業を基軸とする経済が形成されるようになった。

　経済の成長・発展は、イノベーションによって実現する。イノベーションの

多くは、競争の中で、企業家によって遂行される。企業家は、特定の時代に、

特定の社会において、群生して出現する。資本主義においては、特定の時代の

社会状況が、企業家の出現に、大きな影響を及ぼす。資本主義の発展とともに、

大企業が成長し、その高い生産力によって、初期資本主義にみられた労働者の

貧困と劣悪な労働条件・生活環境が改善され始め、資本家と労働者の対立は緩

和された。近代資本主義においては、労働者の教育水準は向上して、高等教育

機関で、専門教育を受け、専門的知識をもつ労働者が増大する。同時に、労働

者の衣食住といった基礎的な欲求が充足されるようになり、経済のサービス化

が進展した。こうして、専門知識を学んだ、高学歴の労働者によって、社会の

中間層が形成されるようになった。

　今日、新自由主義（44）が浸透して、競争社会が出現している。公共事業・社

会福祉の削減、経済的弱者に対する課税、労働組合の抑圧、大企業に対する規

制緩和など、市場における競争重視の政策によって、多くの中小企業は淘汰さ

れ、少数の大企業を中心とする寡占体制が形成されるようになった。新自由主

義は、さまざまな市場内での競争とイノベーションの創出を重視する。企業が、

市場における競争の中で生き残ろうとする努力・工夫が、活発なイノベーショ

ンを生み出し、経済発展を実現する。大企業に対する租税負担が軽減され、国

家の経済に対する介入が縮小し、「小さな政府」への移行が進展している。同

時に、官僚（45）の削減・補助金の削減が進展し、一部の富裕者や大企業に対す

る優遇措置がとられている。新自由主義は、効率的な経済構造を目的とし、国営・
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国有企業、独占企業を解体し、私企業間の競争を活発化させて、経済効率性を

高めようとする。国家の経済への介入の縮小、市場における競争の重視によっ

て、多数の中小企業が淘汰され、競争力をもつ一部の大企業を基軸とする寡占

経済（寡占体制）が形成される。近代資本主義においては、巨大な寡占企業が、

経済の中心に位置し、経済の基軸となっている。寡占経済の出現は、資本・技

術集約的な大企業の出現と、企業の生産性の向上を背景にして、実現される。

　今日、市場における少数の巨大な寡占企業間の競争を軸に、経済は展開して

いる。寡占は、不完全な独占であり、超過利潤の獲得が可能である。近代資本

主義においては、大企業の高い生産力によって、消費者の基本欲求（衣食住）

が充足され、労働者においても余暇が生まれ、金融の役割が高まり、経済のサー

ビス化が進展する。ケインズ主義から新自由主義への移行は、社会に多様な変

化をもたらした。大企業の成長とともに形成された中間層は、少数の富裕者と

下層階層との緩衝帯として、社会の分断を緩和し、一体感の維持に役立ってい

た。しかし、競争社会が出現し、中間層が分解して、経済・社会の分断化が進

展している。

　経済活動の自由を促進すれば、効率的な社会が形成されるが、同時に、富の

配分の不均衡が生じる。他方、資本主義の発展とともに、ホワイト・カラーも

また、専門職・経営者層と単純労働者に分化（46）している。新自由主義は、所

得格差、社会の分断、経済的弱者への保護の撤廃、移民の排除等をもたらして

いる。戦後の福祉国家からの転換、労働組合の抑圧、所得格差と社会の中間層

が縮小によって、社会の対立が進展している。こうした社会の中で、不満をも

つ底辺層が拡大して、ポピュリズムの動きが顕著になっている。

　新自由主義は、競争力をもつ寡占企業を中心とする経済の形成と、寡占企業

にとっての自由を保護するもので、経営資源の乏しい多くの中小企業は、競争

に敗退して、市場から撤退していった。こうして形成された経済社会は、生産

性が高く、効率的ではあるが、競争によって、社会の安定化と健全な発展を損

なう結果をもたらしている。市場における競争の中で、生き残りをかけて、多
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数の企業家が出現し、活発なイノベーションが展開される。資本主義経済の停

滞を打破するためには、イノベーションと、その担い手である企業家の出現が

必要である。少数の企業家の成功が、他の企業家の出現を容易にする。企業家

の出現と、その時代における社会状況・構造は、関連性をもつ。資本主義の発

展過程の中で、停滞した社会からの脱却にあたって、期待されるのは、企業家

の出現であり、イノベーションである。

　資本主義は、常に変化しており、経済社会の変革（成長・発展）期に、企業

家が、群生して出現する。ここでは、金融が大きな役割を担う。今日、競争社

会が出現し、社会の性格が、相互扶助から競争へと移行している。競争社会は、

企業家の出現を促進する。

４．分断と共感

　初期資本主義では、個人（同族）経営が一般的で、一部の資本家と労働者の

対立は、貨幣の所有によるものであった。しかし、近代資本主義においては、

専門経営者が支配する近代的大企業が成長し、「所有と支配の分離」、中間層の

拡大によって、緩和された。

　近年、新自由主義のもとで、競争社会が出現し、社会の分断化が進展してい

る。社会の主要な資源が、商品経済（貨幣）を枠組みとしながら、知識（47）の

役割が高まっているが、専門的な能力や、企業の意思決定を担う階層と、サー

ビス産業においても単純労働を担当し、また、工場労働者などの低賃金労働者

との格差が拡大している。経済の効率性、企業の生産性は高まったが、配分の

不均等が生じ、社会のさまざまな格差が拡大した。社会の中に、所得格差、人

種・民族間対立など、さまざまな分断が形成されている。また、分断の要因が、

貨幣の所有だけではなく、他の要因（知識・能力・手腕）などに、多様化して

いる。社会の分断の結果、生み出されるのは、社会不安である。

　市場においては、新自由主義が浸透して、企業間の熾烈な競争が展開されて
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いる。他方、企業においては、コスト、とりわけ人件費の削減が図られ、非正

規労働者の比重が増大した。非正規労働者の内部でも、さまざまな格差（嘱託、

準社員、期間従業員、パート・アルバイト、派遣等）が拡大した。市場内部で

の競争は、勝者と敗者を生み出し、社会の中間層の分解が始まった。こうして、

社会の内部に、対立が生じ、さまざまな分断が形成されている。社会の内部に

おいて、女性・高齢者・障碍者や外国人などの経済的弱者・少数者に対する差

別・排除が行われるようになり、政治的には、ポピュリズムが広まる。労働者は、

リストラによって安定した雇用が失われ、雇用が流動化し、社会の対立・分断

を招いている。分断した社会に必要なものは、同感（48）（共感）である。労働者は、

「労働の自然法則（49）」（労働が、人間にとって主体的、意識的行為であること）

によって、価値の創造と自己成長を図る。分断の時代には、共感が必要である。

社会の一体化は、国・企業の成長・発展（生産力の向上）と共感によって、可

能となる。社会の一体化は、国の経済のイノベーションを活発化にする。

　生産性の向上にとって、イノベーションが必要である。資本主義は、発展に

ともなって、商品（貨幣）経済化は、ますます社会に浸透する。金融の役割が

増大し、他方、資本主義の発展とともに、価値観が多様化（50）している。企業

は、ステイク・ホルダー（従業員・顧客・取引先・金融機関・行政・地域社会

等）との共感の創出に、努める必要がある。

５．むすび

　資本主義においては、商品（貨幣）経済化が一般化して、家庭や地域社会の

相互扶助関係を分断する。経済のサービス化が進展すると、家庭・地域社会の

相互扶助は、商品化された労働によって代替されて関係が希薄化する。他方、

商品（貨幣）経済の枠内で、知識・情報の役割が増大している。近年は、交通・

通信手段の発達、とりわけ ICT の革新とインターネットの普及よる知識・情

報収集、通信手段の発達、狭い地域社会を離れた広域のネットワークの構築、
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P.F. ドラッカーが指摘したような知識社会と同時に、組織社会（51）が出現し、

労働者は、複数の組織の一員として、生活を行うようになった。

　資本主義の発展とともに、企業が大規模化し、大企業体制が形成されている。

近代資本主義においては、経営者が支配する大企業（近代的大企業）が台頭し、

貨幣経済の枠組みの中で、企業経営において、経営者の知識・能力・手腕といっ

た要因が重要性を増している。また、競争社会が生み出され、ここでは、勝者

と敗者が形成される。その結果は、経済的・社会的な格差・対立・分断である。

資本主義においては、社会は、常に分断される。自由な経済活動は、経済・社

会的格差をもたらす。

　今日、第二次世界大戦後のケインズ主義による福祉国家政策から、「小さな

政府」へと転換、富の一部の階層への集中が、進展している。自由な経済活動

の結果、企業家が出現して、イノベーションが活発化して、効率的な経済社会

が形成されるが、同時に、富の配分の不均衡が生じ、社会の分断が進展する。

他方、企業内部においても、さまざまな競争関係が生じる。こうして、社会の

内部において、経済・社会的分断が、拡大している。市場における企業の自由

競争が重視される反面、国家の役割は縮小し、公共事業・社会福祉に対する支

出が削減され、貧富の格差が、拡大した。この結果、政策的に、国営・国有企

業の民営化が進展し、独占企業が分割され、大企業に対する規制が撤廃され、

市場における競争が促進された。

　他方、資本主義にとっての過剰生産（過少消費）の課題は、ますます深化し

ている。企業の存続にとって、需要が不可欠であるが、大企業の生産力が高まり、

他方において、需要は、生産力の向上ほど拡大せず、過剰生産が恒常化し、金

融の役割が高まる。この過剰生産を克服するために、企業は日常的なイノベー

ションとマーケティングが必要となる。イノベーションは企業の自由な活動に

よって、促進される。日本企業においては、かつての家の論理（52）は、変化し

ている。企業は、経営が停滞・悪化すると、資本の論理が、前面に押し出され

るようになる。この結果、社会の分断が進展する。
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　資本主義は、常に、社会の分断化を進展させる。今日の企業は、労働者を中

心とするステイク・ホルダーの共感の創出と一体化の形成が課題となっている。

（注）
（1）「資本主義的生産様式の支配的である社会の富は、『巨大な商品集積』として現れ、個々

の商品はこの富の成素形態として現れる。したがって、われわれの研究は商品の分析を
もって始まる」マルクス、エンゲルス編、向坂逸郎訳『資本論（一）』岩波書店、1969 年、
67 頁。

（2）人類の発展において、分業が生産性の向上を生み出す、主要な手段であった。人類の
歴史は、分業の歴史であった。分業によって、さまざまな節約が可能となる。分業は、
生産力向上の基本手段である。アダム・スミス『国富論』は、分業論から始まっている。
アダム・スミス、大内兵衛・松川七郎訳『諸国民の富（一）』岩波書店、1959 年、5 頁。

（3）マルクスは、資本主義の転倒性を指摘した。マルクス、城塚登・田中吉六訳『経済学・
哲学草稿』岩波書店、1964 年、96-98 頁。

（4）「チャンドラーは、1920 年代以降の合衆国を合理的管理組織を備えた巨大企業（ビッグ・
ビジネス）が、支配を確立している時代だと捉え「経営者資本主義」という概念を使
用して分析した」楠井敏朗『アメリカ資本主義と民主主義』多賀出版、1986 年、352 頁。

（5）片岡信之『現代企業の所有と支配－株式所有論から管理的所有論へ』白桃書房、1992
年、116 頁。

（6）J. ヒルシュマィヤー・由井常彦『日本の経営発展－近代化と企業経営』東洋経済新報
社、1977 年、373 頁。

（7）中根千枝『タテ社会の人間関係』講談社、1967 年、参照。
（8）ヴォーゲルは、日本企業の競争力の強さを、日本社会の安定性に求めた。日本社会の

特質によって、日本企業が、他の資本主義国より「巧みに」問題に対処できたことが、
日本企業が、強力な国際競争力をもった理由であるとしている。エズラ・F・ヴォーゲル、
広中和歌子／木本彰子訳『ジャパン・アズ・ナンバーワン－アメリカへの教訓』TBS
ブリタニカ、1979 年、3 頁。

（9）J. アベグレンは、「日本とアメリカにおける工場の社会的組織を比較してみるとき、
一つの相違点がただちに注目されてくる。その相違点は一貫して、両制度の間の全体
の相違の大部分を支配し、これを浮彫りにするものである。どのような水準にある日
本の工場組織でも、労務者は入社にさいして、彼が働ける残りの生涯を会社に委託する。
会社は、最悪の窮地においこまれた場合を除いて、一時的にせよ、彼を解雇すること
をしない。…この終身関係（a lifetime commitment）の基準は、まれな例外の場合を
除いて、真実であることが証明される」J. アベグレン、占部都美訳『日本の経営』ダイ
ヤモンド社、1958 年、17 頁。終身雇用制を基礎とする日本的経営は、年功賃金、企業
別組合の三種の神器を中心に、新卒一括採用、入社式、企業内研修、ジョブ・ローテー
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ション、集団的意思決定、系列（販売・仕入れ・融資）、株式の相互持合い、企業集団、
メイン・バンク制など、運命共同体的性格をもち、このような性格は、日本企業の競
争力の源泉とされた。J.C. アベグレン、G. ストーク、植山周一郎訳『カイシャ－次代を
創るダイナミズム』講談社、1986 年、18 頁。

（10）丸山惠也『日本的経営－その構造とビヘイビア』日本評論社、1989 年、6 頁。津田眞澂は、
日本企業の経営を「共同生活体」としている。津田眞澂『日本的経営の論理』中央経済社、
1977 年、186 頁。

（11）間宏『日本的経営－集団主義の功罪』日本経済新聞社、1974 年、16 頁。戦後の日本
経済の中で、企業集団が、重要な役割を担っていた。林昭『現代社会と日本の大企業－
株式所有・経営システム・規制緩和・経済民主主義』中央経済社、1995 年、69 頁。公
正取引委員会事務局編『日本の六大企業集団－その組織と行動』東洋経済新報社、1992
年、参照。

（12）「企業制度は、基本的に企業規模を拡大する方向で発展した」小松章『企業形態論（第
三版）』新世社、2006 年、13 頁。

（13）R. バチェラー、楠井敏朗・大橋陽訳『フォーディズム－大量生産と 20 世紀の産業・
文化』日本経済新聞社、1998 年、15 頁。

（14）1920 年代、アメリカにおいては、大企業の生産性が高まり、世界に先駆けて、大衆
文化が形成された。衣食住の生活必需品の不足から解放され、映画・音楽などの余暇
活動への出費が増大した。J.K. ガルブレイス、牧野昇監訳『大恐慌』徳間書店、1988 年、
16 頁。大企業体制の形成が、企業の労働生産性を高めて、「豊かな社会」の実現の要因
となった。J.K. ガルブレイス、鈴木哲太郎訳『ゆたかな社会』岩波書店、2006 年、199
頁。寡占経済は、大企業の生産性が高く、物質面で「豊かな社会」が出現した時代で
もある。「豊かな社会」は、資本・技術集約的な大企業による高い生産性によって実現し、
基本的に、消費者の衣食住といった、最低限の生活必需品の必要性が満たされている。
ここでは、市場が成熟化しており、企業にとって、販売は、その存続にとって、不可
欠の課題となる。「豊かな社会」は、モノが社会にいきわたった状態であり、市場の成
熟化がみられる。このような状況において、企業にとって、新規の需要と利潤の獲得は、
困難な課題である。

（15）鈴木辰治編著『経営学の潮流－系譜と新展開（第二版）』中央経済社、2003 年、1 頁。
（16）A.D. チャンドラー，Jr.、鳥羽欽一郎／小林袈裟治訳『経営者の時代－アメリカ産業

における近代企業の成立（上）』東洋経済新報社、1979 年、413 頁。
（17）マックス・ウェーバーは、プロテスタンティズムと資本主義的発展について論じた。

プロテスタントにおける勤労・蓄積・隣人愛の精神が、資本主義の精神に、適合して
いるため、としている。マックス・ウェーバー、大塚久雄訳『プロテスタンティズム
の倫理と資本主義の精神』岩波書店、1989 年、310-311 頁。

（18）大塚久雄『株式会社発生史論』岩波書店、1969 年、88 頁。
（19）前掲訳『ゆたかな社会』235 頁。
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（20）J.K. ガルブレイス、新川健三郎訳『アメリカの資本主義』白水社、2016 年、129 頁。
（21）J.A. シュムペーター、塩野谷祐一・中山伊知郎・東畑精一訳『資本主義発展の理論（上）』

岩波書店、1977 年、179 頁。
（22）J.A. シュンペーターは、資本主義の発展の要因をイノベーションで説明した。さま

ざまな要素の「新結合」によって、資本主義の経済が発展していく。同上訳書、182 －
183 頁。企業家は、「事を行う」J.A. シュンペーター、清成忠男編訳『企業家とは何か』
東洋経済新報社、1998 年、91 頁。

（23）M.E. ポーターは、「逆境がイノベーション」を生み出すと指摘した。M.E. ポーター、
土岐坤・中辻萬治・小野寺武夫・戸成富美子訳『国の競争優位（上）』ダイヤモンド社、
1992 年、2 頁。「豊かさ」は、イノベーションを停滞させる要因ともなる。「重要なポイ
ントは明白である。幸運で恵まれている人々は、明らかに、自分たちの長期的福利を考
えて反応したりはしない。むしろ彼らは、当座の平安と満足に精力的に反応する」J.K. ガ
ルブレイス、中村達夫訳『満足の文化』新潮社、1998 年、18 頁。

（24）「イノベーションに成功するものは、小さく、シンプルにスタートする」P.F. ドラッ
カー、上田惇生訳『イノベーションと企業家精神』ダイヤモンド社、2007 年、172 頁。「画
期的新製品は主として企業家や中小企業から生まれた。大企業は、新しい小さな市場
に全力を注いだり、リスクの多い製品イノベーションを開発することができなかった」
M.E. ポーター、前掲訳書、299-300 頁。

（25）「破壊的技術は、従来とはまったく異なる価値基準を市場にもたらす。…破壊的技術
を利用した製品のほうが通常は低価格、シンプル、小型で使い勝手がよい場合が多い」
クレイトン・クリステンセン、玉田俊平太監修／伊豆原弓訳『イノベーションのジレ
ンマ－技術革新が巨大企業を滅ぼすとき（増補改訂版）』翔泳社、2001 年、9 頁。

（26）市場が小さいときには、総合・ゼネラルの看板をもつ企業が、重要な役割を担う。
しかし、市場の拡大とともに、企業は専門化する。小売業の革新と専門化が顕著なア
メリカにおいても、もっとも豊かな商人は、ゼネラル・マーチャントであった。ブラッ
クフォード／カー、川辺信雄監訳『アメリカ経済史』ミネルヴァ書房、1988 年、34 頁。

（27）総合商社の丸紅は、これまでの資源・自動車・食料まで、多岐にわたる事業から脱却し、
競争力をもつ事業に経営資源を集中する姿勢を見せている。『日本経済新聞』2025 年 10
月 18 日付け。

（28）近年、ファブレス企業が増加しており、本国の本拠地では、調整、企画、研究開発、
販売、アフター・サービスなどの高付加価値分野に特化し、モジュール化によって、低
付加価値となった製造分野は、賃金水準の低い新興工業国の企業に、アウトソーシン
グ（外部委託）し、コストの削減を図るなどの事例が、増えている。牧野昇『アウトソー
シング－巨大化した外注・委託産業』経済界、1997 年、29 頁。このように、巨大企業
においても、付加価値の高い中枢分野に専門化し、グローバルな視点から、最適調達・
生産・販売によって生産性の向上が試みられるようになっている。

（29）近年においては、グローバル市場の出現とともに、ゼネラル。総合を看板としてき
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た大企業が、自らが優位をもつ狭い範囲の事業分野に、経営資源を集中して、専門化
する傾向がみられる。総合的な大企業は、専門化した後発企業に、しばしば市場を切
り崩される。市場が、グローバル化した段階においては、大企業も、事業の全ての分
野に優位性をもつことはできない。ウェルチは、「ナンバーワンかナンバーツーでなけ
れば、『再建か、売却か、さもなければ閉鎖』」する戦略を説いた。ジャック・ウェルチ、
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